
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２

審査の進め方（案） 



 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２部 審査の進め方

第１章 概論 

121 審査手続に関連する主な条文 

意匠法第１６条（審査官による審査）


意匠法第１７条（拒絶の査定）


意匠法第１７条の２（補正の却下）


意匠法第１８条（意匠登録の査定）


意匠法第１９条（拒絶理由の通知）特許法第５０条準用 


意匠法第１９条（査定の方式）特許法第５２条準用



121.1 	審査の基本方針 

審査官は、意匠登録出願について、意匠権が付与されるべきものかどうかに関わる実体

的な審査を行う。審査官には、高度な専門知識のもとに、公正な判断を行うことが求めら

れる。

審査にあたっては、特に以下の点に留意する。

（１）迅速性、的確性、公平性及び透明性を確保することに留意しつつ、審査基準等の指

針に則って、統一のとれた審査をする。

（２）先行意匠調査及び登録要件等の判断に関し、審査の質の維持と一層の向上に努める。

（３）出願人及び代理人（以下単に「出願人」という。）との意思疎通の確保に留意しつ

つ、効率的な審査をする。 

121.2 	審査手順の概要 

以下に審査手順の概要を示す。それぞれの手順の詳細については、「第２章 各論」を

参照のこと。また、実体審査の流れを図に示す。

（１）意匠登録出願に係る意匠の認定

審査は、意匠登録出願に係る意匠（以下「本願意匠」という。）を認定するところ

から始まる。願書の記載及び願書に添付した図面等を総合的に判断して、意匠を認定

する。また、意匠の認定においては、意匠法第３条第１項柱書、第７条、第８条の要

件についても検討する。

（２）先行意匠調査 

先行意匠調査は、本願意匠の新規性、創作非容易性等の登録要件（意匠法第３条第

１項各号及び第２項、第３条の２）、先願の要件（意匠法第９条）及び関連意匠の要
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件（意匠法第１０条）の判断に資する ①先行意匠、②公知（又は周知）の形状、模

様若しくは色彩又はこれらの結合（以下、①と②を併せて「先行意匠等」という。）

を発見するために行う。

（３）新規性、創作非容易性等の検討

先行意匠調査にて発見された先行意匠等の内容が、本願意匠の新規性、創作非容易

性等の登録要件（意匠法第３条第１項各号及び第２項、第３条の２）、先願の要件（意

匠法第９条）及び関連意匠の要件（意匠法第１０条）に関する拒絶の理由を構成する

ものであるか否かについて検討する。

また、その他、意匠登録出願が意匠法第１７条に定める意匠登録をすることができ

ないものに該当するかどうかを検討する。

（４）拒絶理由通知

検討の結果、拒絶の理由を発見した場合は、拒絶理由を通知する（意匠法第１９条

で準用する特許法第５０条）。拒絶理由は、できるだけ簡潔かつ平明な文章で、要点

をわかりやすく記載する。 

（５）意見書又は手続補正書が提出されたときの審査

意見書又は手続補正書が提出された場合は、意見書を精読し、意見書の内容を十分

に理解した上で、意見書において争点とされている各事項について検討を行い、また、

手続補正書の内容を十分に検討し、先に示した拒絶理由が解消されたかどうかを判断

する。

手続補正書が提出された場合は、出願当初と補正後の各々の意匠について比較し、

出願当初の願書の記載又は願書に添付した図面等の要旨が変更されていないことを

確認する。 

願書又は図面等に対してなされた補正が、意匠の要旨を変更するものであるときは、

その補正を決定をもって却下する。

（６）査定 

拒絶理由を発見しない場合及び意見書又は手続補正書により拒絶理由が解消した

場合は、登録査定をする（意匠法第１８条）。

また、意見書又は手続補正書の内容を検討しても、通知した拒絶理由が解消されて

いないと判断したときは、拒絶査定をする（意匠法第１７条）。拒絶査定に際しては、

通知した拒絶理由が解消されていない具体的な理由を簡潔かつ平明な文章で記載す

る。

 2




 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

    

 

 

 

 
 

   

 

     

 

 

第２章 各論 

122.1 意匠登録出願に係る意匠の認定

（１）全体意匠の認定 

本願意匠の新規性、創作非容易性等を判断する前提として、意匠の内容を把握しな

ければならない。この作業を意匠の認定という。

本願意匠の認定は、以下の点に関して、その意匠の属する分野における通常の知識

に基づいて願書の記載及び願書に添付した図面等を総合的に判断して行う。 

① 意匠に係る物品 

② 意匠に係る物品の形態

意匠に係る物品については、願書の「意匠に係る物品」、「意匠に係る物品の説明」

及び「意匠の説明」の欄の記載及び願書に添付した図面の参考図の記載等から、意匠

に係る物品の用途、機能、大きさ、材質等を認定する。意匠に係る物品の形態につい

ては、願書に添付した図面等及び願書の「意匠の説明」の欄の記載等から、意匠に係

る物品全体の形態、各部の態様、分離又は変化する態様、透明部、色彩等について認

定する。

（２）部分意匠の認定

部分意匠の意匠登録出願に係る意匠の認定は、全体意匠の観点に加えて、さらに以

下の点に関して、「意匠の説明」の欄に記載された「意匠登録を受けようとする部分」

の特定方法に注意しつつ「意匠登録を受けようとする部分」を認定したうえで、願書

の記載及び願書に添付した図面等を総合的に判断して行う。 

① 「意匠登録を受けようとする部分」の用途及び機能 

② 「意匠登録を受けようとする部分」の位置、大きさ、範囲 

③ 「意匠登録を受けようとする部分」の形態

（３）意匠の認定の際の留意事項

本願意匠の認定の際に、願書の記載又は願書に添付した図面等に記載不備を発見し

た場合は、当該記載不備が合理的に善解し得るか否かを判断する。また、工業上利用

することができる意匠に該当するかどうか（意匠法第３条第１項柱書）、二つ以上の

意匠が包含されていないかどうか（意匠法第７条）、組物の意匠の場合は、組物を構

成する物品に係る意匠に該当するかどうか（意匠法第８条）について検討する。
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122.2 先行意匠調査

先行意匠調査は、本願意匠の新規性、創作非容易性等の登録要件（意匠法第３条第１項

各号及び第２項、第３条の２）、先願の要件（意匠法第９条）及び関連意匠の要件（意匠

法第１０条）の判断に資する先行意匠等を発見するために行う。

（１）参考文献

本願意匠の新規性、創作非容易性等の判断に資する先行意匠等が掲載されている審

査資料を参考文献という。

本願意匠と意匠全体として又は各部の形態において共通する点が認められる先行

意匠等を発見し、それが掲載されている審査資料を参考文献として記録する。 

また、審査官が本願意匠及びその意匠の属する分野を理解するための参考とした先

行意匠等が掲載されている審査資料がある場合には、参考文献として記録することが

できる。

（２）先行意匠調査手法 

① 	意匠登録出願では、出願人がその意匠において重要と考える形態や、その物品

において重視される部分についての説明を記載することを出願人に求めてい

ない。よって、審査官は、まず、先行意匠調査における審査資料と範囲の設定

や参考文献の抽出のために、先行意匠調査に先立って、願書の記載及び願書に

添付した図面等に基づき、自らその意匠の形態について注意を引く部分や注意

を引く程度を推測する必要がある。その推測においては、関連意匠の意匠登録

出願の場合は、本意匠との形態上の共通点、また、意匠登録出願に特徴記載書

が提出されている場合は、特徴記載書の内容も参考にする。 

② 	先行意匠調査は、意匠登録出願、公知資料（国内外の図書、国内外の雑誌、国

内外のカタログ、諸外国の特許庁の意匠公報、インターネット上のホームペー

ジ）、公開特許公報及び登録実用新案公報等の審査資料を対象として行う。

③ 審査官としての知識、経験及び本願意匠の属する分野における過去の意匠登録

出願の審査結果等に基づき、調査すべき審査資料と範囲を設定し、本願意匠と

関連性の高い物品分野を優先して調査を行う。通常は、願書の記載及び願書に

添付した図面の記載等から、本願意匠の意匠に係る物品が含まれる日本意匠分

類を調査範囲として設定し、その日本意匠分類に属する意匠登録出願及び公知

資料から調査を開始する。 

④ 	調査範囲を拡大するべきか否かは、調査範囲として設定した日本意匠分類の調

査結果を考慮しつつ決定する。すなわち、本願意匠の意匠に係る物品が含まれ

る日本意匠分類に属する審査資料を調査した結果、新規性、創作非容易性等を

合理的に判断するために充分な先行意匠等が発見できなかった場合において、

以下の例のように、新規性、創作非容易性等の判断に資する先行意匠等が発見
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される可能性があると予想される先行意匠調査手法が考えられるときは、先行

意匠調査の迅速性と的確性の両面を考慮したうえで、もっとも効率的に先行意

匠を発見することが可能と想定される先行意匠調査手法を選択する。

（調査範囲拡大における先行意匠調査手法の例）

（ⅰ）本願意匠の意匠に係る物品と用途又は機能に共通性がある物品が含まれ

る可能性がある日本意匠分類がある場合は、その日本意匠分類に属する

意匠登録出願及び公知資料の調査を行う。

（ⅱ）本願意匠の構成要素となる形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合を

表す先行意匠等が含まれる可能性がある日本意匠分類がある場合は、そ

の日本意匠分類に属する意匠登録出願及び公知資料の調査を行う。

（ⅲ）本願意匠が部品の意匠又は部分意匠であり、その部品又は部分意匠の形

態が先行意匠の一部として開示されている先行意匠が含まれる可能性

がある日本意匠分類がある場合は、その日本意匠分類に属する意匠登録

出願及び公知資料の調査を行う。

（ⅳ）本願意匠の「意匠に係る物品」、「意匠に係る物品の説明」又は「意匠の

説明」の欄に、その物品の特徴を表すと認められる語句が記載されてい

る場合は、その語句を「意匠に係る物品」、「意匠に係る物品の説明」又

は「意匠の説明」の欄に含む意匠登録出願及びその語句を「意匠に係る

物品」に含む公知資料の調査を行う。

（ⅴ）本願意匠の意匠に係る物品に関連する特許の技術分野があり、その技術

分野の公開特許公報及び登録実用新案公報等に当該物品の形態が表さ

れている可能性がある場合は、その技術分野に属する公開特許公報及び

登録実用新案公報等の調査を行う。

（ⅵ）本願意匠が創作非容易性の登録要件を満たさない可能性がある場合は、

必要に応じて、創作非容易性の判断の基礎となる資料及び当業者にとっ

てありふれた手法であること等の根拠となる資料の調査を行う。

（ⅶ）発見された先行意匠に参考文献が記録されている場合は、その先行意匠

の参考文献の調査を行う。

（ⅷ）意匠登録出願の出願人が過去に意匠登録出願をしている場合は、その過

去の意匠登録出願及びその参考文献の調査を行う。
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（３）先行意匠調査の終了

本願意匠について、新規性、創作非容易性等を判断するのに充分な先行意匠等が発

見されたとき、又は、調査範囲を拡大しても、有意義な先行意匠等を発見する可能性

が非常に小さくなったときは、先行意匠調査を終了することができる。 

122.3 新規性、創作非容易性等の検討

先行意匠調査にて発見された先行意匠等の内容が、本願意匠の新規性、創作非容易性等

の登録要件（意匠法第３条第１項各号及び第２項、第３条の２）、先願の要件（意匠法第

９条）及び関連意匠の要件（意匠法第１０条）に関する拒絶の理由を構成するものである

か否かについて、以下の要領で検討する。

また、その他、意匠登録出願が意匠法第１７条に定める意匠登録をすることができない

ものに該当するかどうかを検討する。

（１）資料の書誌的事項の確認

意匠法第３条第１項各号及び第２項の適用を検討する場合には、先行意匠等の公報

発行日又は公知日と本願意匠の登録要件等の判断の基準日との関係を確認する。（意

匠法第３条第１項各号及び第２項の適用を検討する際には、日のみでなく時分も考慮

する。詳しくは、「第２部 第２章 新規性、第３章 創作非容易性」を参照。）

意匠法第３条の２、第９条、第１０条の適用を検討する場合には、先行意匠（先願

の意匠）の登録要件等の判断の基準日と公報発行日及び出願人又は意匠権者と、本願

意匠の登録要件等の判断の基準日及び出願人との関係を確認する。 

なお、ここでいう「登録要件等の判断の基準日」とは以下の日のことをいう。 

① 	出願日 

② 	パリ条約による優先権等の基礎となる第一国の最初の出願の日 

③ 	分割出願、変更出願の場合のもとの出願の出願日、補正却下後の新出願の場

合の手続補正書の提出日

発見された先行意匠が、新規性の喪失の例外の規定（意匠法第４条第２項の規定）

の適用を受けようとする公開意匠であるときは、新規性喪失の例外の規定の適用の申

請が所定の要件を満たしているか否かを確認する。

（２）新規性等の判断における意匠の類否判断

新規性（意匠法第３条第１項各号）、先願（意匠法第９条）、先願意匠の一部と同

一又は類似の後願意匠の保護除外（意匠法第３条の２）に関する拒絶理由を検討する

際の、先行意匠と本願意匠との対比及び判断は、以下の点等に留意して行う。 

① 本願意匠と拒絶理由通知において引用する先行意匠（以下「引用意匠」という。）

の類否判断は、需要者（取引者を含む）を判断主体とする。
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② 引用意匠を決定する場合は、本願意匠と引用意匠の意匠に係る物品の用途及び

機能が同一又は類似であるかどうかを判断する。その際に、本願意匠と対比可

能な程度に十分に引用意匠が表されていることを確認する。

③ 本願意匠と引用意匠を対比し、意匠に係る物品全体の形態（基本的構成態様）

及び各部の形態における共通点及び差異点を認定したうえで、さらに共通点及

び差異点の個別評価を以下の（ⅰ）と（ⅱ）の観点から行う。

（ⅰ）その形態を対比観察した場合に注意を引く部分か否かの認定及びその注

意を引く程度の評価

（ⅱ）先行意匠群との対比に基づく注意を引く程度の評価

部分意匠については、「意匠登録を受けようとする部分」における用途及び機

能、位置、大きさ、範囲、形態の共通点及び差異点を認定したうえで、さらに

共通点及び差異点の個別評価を行う。

④ 意匠全体として両意匠の全ての共通点及び差異点を総合的に観察した場合に、

需要者（取引者を含む）に対して異なる美感を起こさせるか否かを判断する。

（３）創作非容易性の判断

創作非容易性（意匠法第３条第２項）の判断は、本願意匠が、先行意匠等に基づい

て、容易に創作できたものであるか否かを検討することにより行う。

創作非容易性の判断は、以下の点等に留意して行う。

① その意匠の属する分野における通常の知識を有する者（当業者）を創作非容易

性の判断主体とする。 

② 創作非容易性の判断の基礎となる資料が公然知られたものであること又は広く

知られたものであることを確認する。また、公然知られたものである場合は、

その事実の証拠を確認する。

③ 当業者にとってありふれた手法によって創作された意匠であることを示す具体

的な事実の証拠を確認する。

（４）意匠法第１７条各号に該当するか否かの判断

上記の他に、意匠登録出願が意匠法第１７条に定める意匠登録をすることができな

いものに該当するかどうか、例えば、意匠に不登録事由があるかどうか（意匠法第５

条）、意匠に係る物品が経済産業省令で定める物品の区分又はそれと同程度の区分で

あるかどうか（意匠法第７条）について検討する。
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122.4 拒絶理由通知

拒絶の理由を発見した場合には、出願人に対し、拒絶の理由を通知し、相当の期間を指

定して、意見書の提出の機会を与える。（意匠法第１９条で準用する特許法第５０条）。 

122.4.1 拒絶理由通知を行う際の留意事項

拒絶理由通知を行う際には、以下の点に留意して、出願人が拒絶理由の趣旨を明確に

理解できるように具体的に指摘する。

（１）拒絶の理由は、出願人が理解しやすいようにできるだけ簡潔かつ平明な文章で、要

点をわかりやすく記載する。

（２）意匠が具体的なものではなく、意匠法第３条第１項柱書に規定する工業上利用する

ことができる意匠に該当しないことが明らかな意匠については、願書の記載及び願

書に添付した図面等における不備の箇所及びその理由を具体的に示す。

（３）本願意匠が意匠法第３条第１項各号、第３条の２、第９条第１項の規定に該当し、

新規性、先願等の要件を満たさない場合は、拒絶理由通知書に審査判断の理由を具

体的に示す。また、引用意匠の特定にあたっては、引用意匠の出典がわかる情報（文

献名、発行日、号、巻、掲載頁、掲載位置等）を記載する。その際、本願意匠が部

品の意匠又は部分意匠である場合は、必要に応じて対比、判断をするための引用部

分を明示する。

なお、本願意匠が意匠法第３条の２の規定と意匠法第９条第１項の規定に同時に

該当する場合（本願意匠と先願の意匠が同一又は類似の部分意匠であり、それぞれ

の出願人が同一でない場合）は、審査実務上、意匠法第３条の２の規定を適用する。 

（４）本願意匠が意匠法第３条第２項の規定に該当し、創作非容易性の登録要件を満たさ

ない場合は、拒絶理由通知書に審査判断の理由を具体的に示す。その際、必要に応

じて、創作非容易性の判断の基礎となる資料及び当業者にとってありふれた手法に

よって創作された意匠であることを示す具体的な事実を提示する。創作非容易性の

判断の基礎となる資料の提示にあたっては、出典がわかる情報（文献名、発行日、

号、巻、掲載頁、掲載位置等）を記載する。 

なお、意匠法第３条第２項の規定は、本願意匠が、意匠法第３条第１項各号に規

定する意匠に該当しない場合に限り適用する。 

122.4.2 出願人との意思疎通の確保

（１）審査官は、迅速、的確な審査に資すると認められる場合には、出願人との意思疎通

を確保するための補助的な手段として、電話、ファクシミリ、面接等を活用し、出

願人に対して丁寧でわかりやすい対応を図る。面接等は『面接ガイドライン【意匠

審査編】』に基づいて行い、手続の透明性を確保すべく面接記録又は応対記録を電
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子データで保存する。なお、意匠登録出願に代理人がある場合は、原則として代理

人と面接等を行う。

（２）担当審査官が変更されても、審査の継続性を維持、確保する運用が行われるように

する。もし、前任の審査官と異なる判断をする場合には、必要に応じ、出願人との

意思疎通を図る。 

122.5 意見書又は手続補正書が提出されたときの審査

意見書又は手続補正書の内容を十分に検討し、先に示した拒絶理由が解消されたかどう

かを判断する。

（１）意見書又は手続補正書の内容の検討

意見書又は手続補正書が提出された場合は、意見書を精読し、意見書の内容を十分

に理解した上で、意見書において争点とされている各事項について検討を行い、また、

手続補正書の内容を十分に検討し、先に示した拒絶理由が解消されたかどうかを判断

する。

（２）手続補正書の取扱い

願書又は図面等に対してなされた補正が、出願当初の願書の記載又は願書に添付し

た図面等の要旨を変更する（以下①②に示す）場合には、当該補正を決定をもって却

下する（意匠法第１７条の２）。補正の却下の決定は、その理由（複数ある場合はそ

の全ての理由）を示して行う。 

① 	その意匠の属する分野における通常の知識に基づいて当然に導き出すことが

できる意匠の同一の範囲を超えて変更する補正 

② 	出願当初不明であった意匠の要旨を明確なものとする補正

補正が、出願当初の願書の記載又は願書に添付した図面等の要旨を変更するもので

ない場合は、補正後の願書の記載及び願書に添付した図面等に基づいて審査を継続す

る。

なお、補正は、意匠登録出願が審査、審判又は再審に係属している場合に限り、す

ることができる（意匠法第６０条の３）。

（３）意見書又は手続補正書提出後の拒絶理由通知

意見書又は手続補正書の提出により先に通知した拒絶の理由は解消されたが、他に

拒絶の理由を発見したときは、改めて拒絶の理由を通知する。
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122.6 査定 

122.6.1 登録査定

審査官は、意匠登録出願について拒絶の理由を発見しないとき、及び拒絶理由通知に

応答する意見書又は手続補正書の提出により拒絶理由が解消された場合は、すみやかに

登録の査定をする（意匠法第１８条）。

登録査定を行う際に、本願意匠について、拒絶の理由を構成するには至らないが、以

下に該当する先行意匠等が存在する場合は、その先行意匠等が掲載されている審査資料

を参考文献として意匠公報に掲載する。

（１）本願意匠と、意匠全体として共通点が認められる先行意匠

（２）本願意匠と、形態の一部において共通点が認められる先行意匠等 

122.6.2 拒絶査定

拒絶理由通知に対する意見書及び手続補正書等によっても、拒絶の理由が解消しない

場合は、すみやかに拒絶の査定をする（意匠法第１７条）。

拒絶査定を行う際には、以下の点に留意する。

（１）拒絶理由が解消されていない具体的な理由がわかるように、簡潔かつ平明な文章で

記載する。

（２）意見書において争点とされている事項については、それに対する審査官の判断を明

確に記載する。

（３）通知した拒絶理由にとらわれて、新たな先行意匠等を引用する等、無理な拒絶の査

定をしてはならない。ただし、ありふれた態様であったり、当業者にとってありふ

れた手法であることを補強するための先行意匠等の提示を行うことができる。
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【図】 審査の流れ

「第２章 各論」の関連箇所 

意匠の認定 122.1 意匠登録出願に係る意匠の認定 

先行意匠調査 122.2 先行意匠調査 

122.3 新規性・創作非容易性等の検討 
拒絶理由


拒絶理由通知

があるか？ NO
 

登録査定 122.6.1 登録査定

YES 

122.4 拒絶理由通知 

122.4.1 拒絶理由通知を行う際の留意事項 

122.4.2 出願人との意思疎通の確保 

122.5 意見書又は手続補正書が

拒絶理由が
解消したか？

新たな
拒絶理由が
あるか？ 

YES 

YES 

NO

手続補正書 or
意見書の提出

手続補正書
の提出

手続補正書の提出 ※

意匠の
要旨を変更する
補正か？

YES 

補正の却下の決定

意見書の提出

意見書の提出 

提出されたときの審査 

※審査係属中であれば

「手続補正書の提出」はいつでも可能。

（「拒絶理由通知」前であっても可能。） 

NO 
122.6 査定 

拒絶査定 122.6.2 拒絶査定

NO

登録査定 122.6.1 登録査定 
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